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1．はじめに   

本稿では，文献【1，2Jにおいて扱われたソフトウェアシス  

テムの若化（ー小venation）スケジュールを決定するための確  

率モデルについて議論する・特に，文献【3】で考察されたよう  

なコスト有効性と呼ばれる評価規範の下で離散時間モデルに  

ついて解析を行い，コスト有効性を最大にする最適なソフト  

ウェア若化スケジュールを導出する．さらに，障害発生時間  

データから最適ソフトウェア若化スケジュールを推定するた  

めの手続きについても言及する．   

2．離散時間セミマルコフ若化モデル   

SyStemhilure rquvenatioTl  

図1：モデルの概念図．  
文献【1，2】で考察された連続時間セミマルコフモデルを離  

散時間環境において再定式化する．ソフトウェアシステムは正  

常稼動状態から劣化状態へ移行し．状態0から状態1へと推  

移する時間rの確率分布関数をPr（y≦乃）＝為（乃），（m＝  

0，1，・‥），確率関数をPr（y＝冊）＝九（れ），平均をJ▲0（＞0）  

とする．状態1から障害が発生するまでの時間∬は，確率  

分布関数り（m），確率関数ム（m），平均〃J（＞0）をもつ錐  

散形確率変数である．ソフトウェア若化（予防保全）が開始  

される以前に障害が発生したならば，直ちに修理（事後保全）  

が開始される．修理に要する時間は確率分布関数凡（m），平均  

拘（＞0）に従う鞋散形確率変数であり，状態1へ推移した後  

町（＝0，1，2，…）時間経過するまでに障害が発生しなかった  

場合にはその時点で予防的にシステムの若化が開始され，確  

率分布関数蔦（m），平均匪（＞0）を伴う時間（オーバーヘッ  

ド）が経過した後に状態0へ推移する．状態0から再度状態  

0に戻るまでの時間を1サイクルと定義すると，ここで考察  

されているモデルは4つの再生点を伴う離散時間セミマルコ  

フ過程となる．モデルの概念図を図1に示す．   

いま，C．（＞0）を単位時間当たりの修理費用，Cp（＞0）を  

単位時間当たりのソフトウェア若化費用として定義する．さ  

らに，次のような仮定を設定する．  

（Å－1）c．捗＞cp〃。・  

（A－2）〟（0）＝0・  

（Å－1）は，障害が発生した場合の事後保全費用は予防保全費  

用よりも常に大きいことを意味している．また，（A－2）は状態  

0から状態1に推移し 

ないことを示唆している．これより，システムが動作を開始  

した後に次の若化もしくは修理が完了するまでの期間を1サ  

イクルとして定義すれば，1サイクル中に発生する総期待費  

用Ⅴ（no）は  

となる．また，1サイクル中にシステムが動作可能な期待時  

間は  

no－1  

5（mo）＝仰＋∑戸′（n）  
れ＝0  

（2）  

であるので，文献【3】の結果を直接用いることによって，上  

述のモデルにおけるコスト有効性は  

g（れ0）／C（no）   

〃0＋∑≡Jl亨／（れ）  

β（乃0）  

（3）   

c抽斗（れ0）＋c，恒子／（陶）  

のように求めることが出来る．   

3．最適若化スケジュールの推定  

問題はコスト有効性β（mo）を最大にする最適なソフトウェ  

ア若化スケジュールn岩（≧0）を求めることである．β（no）  

の差分をとることにより，次のような関数を定義する．  

ら姐 ＿ 
∂（mo）  

C（れ0＋1）  C（mo）C（no＋1）  

（4）  

また，り（m）＝JJ（n）／否／（m－1）を牡形確率変数ズの故障  

率として定義する．  

定理1：（1）E7（n）が狭義IFR（IncreaseFai1ureRate）であ  

ると仮定する．  

V（瑚）＝C勅巧（mo）＋c抽否J（乃0）  （1）  
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（i）∂仲）＞0かつJ（∞）＜0ならば，∂（乃昌一1）＞0かつ  

∂（m昌）≦0を満たす最適ソフトウェア若化スケジュール  

m昌（0＜乃昌＜∞）が（少なくとも1つ，せいぜい2つ）  

存在し，そのときの最大となるコスト有効性は  

が観測されており，これらは打ち切りのない完全データで  

あると仮定する・障害発生時間分布巧．（n）の推定量をち  

（メ＝0，1，2，…，β）に基づいた経験分布関数  

瑚＝（jfβ監：；三…；＜佃  （15）  

によって定義する．さらに，経顔分布関数に基づいた標準絵  

試験時間変換の推定量として，次にような標準総試験時間統  

計量を定義する．  

旦（m；）≦β（れ；）＜否（n占）  

の関係を満足する．ここで，  

（5）  

（c．〃。－Cp〝。）り（乃；＋1）’  

1  

（c．匪－C云〝。）r′（乃；）  ¢．メ＝．軌／れ・  （16）  

である．  

（ii）卵0）≦0のとき．E（几0）はmoの単調減少関数となり，  

れ；＝0及び  

ここで，関数   

J  

砺 ＝ ∑（β－た＋用木一粒1），  
k＝1  

j＝1，2，…，β；¢0＝0  （17）   

は絵試験時間統計量と呼ばれる．最終的に，点列（ブ／β，¢．j）  

（ブ＝0，1，2，…，β）を2次元平面上にプロットし，それら  

を線分で繋ぐことにより，標準縁就農時間プロット（scded  

totaltime on test plot）を得る．推定量（j／s，¢．j）（j＝  

0，1，2，…，β）はb，¢b））∈【0，1Ix【0，1】のノンパラメトリッ  

ク推定量であるので，定理2の結果を直接適用することによ  

り，最適ソフトウェア若化スケジュールに関する以下の定理  

を得る．  

定理3‥障害発生時間に対するβ（＞0）個の声全データの順  

序統計量∬1≦∬2≦・‥≦∬．が観測されているものとする．  

このとき，コスト有効性を最大にする最適ソフトウェア考化  

スケジュールのノンパラメトリック推定量は，次の式を満た  

すェJ・によって与えられる．  

メ・＝（メ度器 ト  
（18）  

ここで，式（13）の〝／はサンプル平均∑：＝1∬た／βによって  

置き換えられる．  

β（m岩）＝β（0）＝〃0／（cp〃。）  （8）  

となる．  

（iii）J（∞）≧0のとき，β（mo）はnoの単調増加関数とな  

り，几昌→∞及び  

β（m；）＝β（∞）＝（仰＋〃／）／（c．拘）  

となる．  

（9）  

（2）Ej（n）がDFR（Decreasiz）g FhilureRate）とすれば，  

m；＝0もしくはれ昌→∞となる．   

上述の結果は，障害発生時間分布乃（n）に対する標準縁試  

験時間変換を用いることによって以下のように記述すること  

が出来る・鞋散形確率分布関数巧（乃）の標準縁試験時間変  

換を  

71（p）  

紬）＝（1ル′）∑戸′（m）  

れ＝0  

のように定義する．ここで，逆関数  

（10）  

町1b）＝min（mo．；巧（mo）≧p），0≦p≦1  （11）  

が必ず存在するものとする．よく知られた結果として，確率  

分布関数巧（れ）がIFR（DFR）であるための必要かつ十分  

条件は，関数¢b）が2次元平面b，抽））∈【0，1】×【q，1】上  

の対角線pよりも上側に位置することである．  

定理2：コスト有効性β（no）を最大にする最適ソフトウェア若  

化スケジュールを求める問題は，以下の問題の解〆＝巧（扁）  

（0≦p●≦1）を求めることと等価である．  

1  

（12）  

ここで，  
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